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19.1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 20.1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 21.1 2 3 4 前月 今月

現在の景気 ▲ ▲ × ▲ ▲ ● ▲ × ▲ ▲ × ▲ × ▲ × × × × ● ● ▲ ▲ ● ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ☁/☂ ☁/☂

３か月後の景気 ▲ ▲ ▲ × × × × ▲ ▲ × ▲ ▲ × × × × ▲ ▲ ● ● ▲ ▲ × ▲ ▲ ▲ ▲ ● ☁/☂ ☁/☂

生産活動 ● ● × ▲ × × × ● × ● × × ● × ● × × × ● ● × ● ▲ ▲ × ● ● × ☁ ☁

個人消費 ▲ ▲ × ● ● ● ● × ● ● × × × × ● × ▲ ● ● ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ × ▲ ☁ ☁

民間設備投資 ● ● ● × × ● ● ● × × × ● × × × × × ▲ ▲ ▲ ▲ × ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ☂ ☂

住宅投資 × × × × × ● ● × ● × ● × ● ● ● × × ▲ ▲ ● × × ● × ● ▲ × ● ☁/☂ ☁/☂

公共投資 ● × × × ● ● ● × ● ● ● ● ● ● ● ● × ▲ ● ● ▲ × ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ☂ ☂

雇用情勢 ● × × ● × ● ▲ × × × × ● × × × × × × × ● × × ● × × ● × ● ☂ ☁/☂

19.1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 20.1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 21.1 2 3 4

鉱工業生産指数 季調済・前月比 ● × ● × × ● ● × ● × × ● × ● × × × ● ● × ● ● ● × ● ● ×

常用労働者の賃金指数 名目・前年比 × ● ● × ● ● × ● × ● ● ● × × × × × × ● × × × ● × ● × ×

百貨店・スーパー販売額 店舗調整前・前年比 × × × × × ● × × ● × × × × ● ● ● ● ● ● ● × ● × ● ● × ×

家電大型専門店販売額 前年比 × ● ● ● ● ● × ● ● × × × × ● × ● ● ● ● ● × ● ● ● ● ● ●

ドラッグストア販売額 前年比 ● ● ● ● ● ● ● ● ● × ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● × ● ● ● ● × ×

ホームセンター販売額 前年比 × × × × ● ● × ● ● × × × × ● ● ● ● ● ● ● × ● ● ● ● ● ×

コンビニエンスストア販売額 前年比 ● ● ● ● ● ● × ● × ● ● × ● ● × × × × × × × × × × × × ●

乗用車新車登録台数 ２車種計・前年比 ● ● × ● ● ● ● ● ● × × × × × × × × × × × × ● ● ● ● ● × ●

軽乗用車新車販売台数 前年比 × ● × ● ● × ● ● ● × × × × × × × × × × × × ● ● ● × ● ● ●

民間非居住用建築物床面積 非居住用・前年比 ● × × × × ● ● ● × × × ● × ● ● × × × × × × × × × × × × ×

トラック新車登録台数 ２車種計・前年比 ● ● ● ● ● ● ● ● ● × × × × × × × × × × × × ● × ● ● × ● ●

新設住宅着工戸数 前年比 × × × × × ● ● × ● × ● × ● ● ● × × × × ● × × ● × ● ● × ●

公共工事請負金額 前年比 ● × × × ● ● ● × ● ● ● ● ● ● ● ● × × ● ● ● × × × × × × ×

新規求人倍率（受理地別） 季調済・前月差 ● × ● ● × ● ● × × ● × ● × ● × × × × ● ● × ● ● × × ● × ●

有効求人倍率（受理地別） 季調済・前月差 ● × × ▲ × ▲ × × × ▲ × ● × × × × × × × × ▲ ▲ ● ● ● ● ▲ ●

有効求人倍率（就業地別） 季調済・前月差 ● ▲ ● ● ● ● × × × × × ● × × × × × × × × ▲ × ▲ × ● ● ● ●

常用雇用指数 全産業・前年比 ● × ● × × ▲ × ● × ● × ● × ● × ● ● × ● ● ● ● ● ● ● ● ●

所定外労働時間指数 製造業・前年比 ▲ × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × ●

企業倒産 負債総額・前年比(逆) ● × ● ● ● ● × ● ● ● ● ● × ● × × ● × ● × × ● ● × × ● ● ●

●＝前年比・前月比プラス、▲＝同横ばい、×＝同マイナス。ただし、「企業倒産」は逆表示。

【県内主要経済指標】

《ご参考》
県内景気の変化方向と基調判断の推移

【県内景気天気図】
基調判断

【変化方向】
●＝前月比上昇・好転
▲＝前月比横ばい
×＝前月比下降・悪化

【基調判断】
☀（晴れ）
☀/☁（晴れ一部曇り）
☁（曇り）
☁/☂（曇り一部雨）
☂（雨）

変　化　方　向
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１．概況…持ち直しの動きが続いているものの、一部で一服感がみられる 
 

県内景気の現状 

県内製造業の生産活動を鉱工業生産指数でみると、前月に比べ食料品や電気・情報通信機械などで上昇したものの、生産用機械や化学などで低下したため、全

体では３か月ぶりに低下した。 

需要面では、百貨店・スーパー販売額はウエイトの高い飲食料品が減少したため、全店ベースでは２か月連続、既存店ベースでは 14か月ぶりにマイナスとなっ

た。しかし、衛生用品や食品などの買いだめで増加した昨年の影響を排除した一昨年と比べると増加している。また、大型専門店などの他の小売業態の販売額は

ドラッグストアとホームセンターが昨年の大幅増加の反動でマイナスとなり、小売業６業態計の売上高は２か月連続で減少した。ただ、一昨年と比べると増加し

ているため引き続き堅調に推移しているとみられる。乗用車の新車登録台数は２か月ぶりの大幅増、軽乗用車の販売台数も３か月連続かつ大幅に増加したため、

３車種合計では７か月連続かつ大幅に増加している。 

投資需要では民間設備投資の指標である民間非居住用建築物着工床面積は 13 か月連続かつ大幅に減少し、公共工事の請負金額も７か月連続の大幅減少となっ

ているが、新設住宅着工戸数は２か月ぶりに大幅増加した。 

このような中、雇用情勢をみると、新規求人倍率は２か月ぶりに上昇し、実態に近い就業地別の有効求人倍率は４か月連続で上昇している。また、常用雇用指

数は９か月連続で上昇し、製造業の所定外労働時間指数は 26か月ぶりに上昇した。 

これらの状況をまとめると、製造業の生産活動は回復に向けた動きの中に一服感がみられる。需要面では、個人消費は昨年の大幅増加の反動や一部の業態、品

目での引き続き伸び悩みがみられるものの、全体としては堅調に推移している。しかし、投資需要では住宅投資が再び増加したものの、民間設備投資と公共投資

は悪化が続いている。この中で雇用情勢は全体に持ち直しの動きがみられる。したがって県内景気の現状は、持ち直しの動きが続いているものの、一部で一服感

がみられる。 

 

今後の景気動向 

県内製造業の生産活動については、個人消費を中心とする内需は比較的堅調に推移し、中国や米国の景気回復に伴う外需の回復も引き続きみられ、先の半導体

大手の工場火災による車載向け半導体の供給制約は徐々に正常化していくため、現状の停滞感は再び上昇に向かうものと考えられる。個人消費については３度目

の緊急事態宣言の延長（4/25～5/31⇒6/20）による影響が懸念されるが、本格的なワクチン接種が始まり消費マインドの悪化は一部にとどまるとみられ、持ち直

しが持続すると思われる。一方、民間設備投資や住宅投資などの投資需要については慎重な動きが続くと考えられる。したがって今後の県内景気については、一

部で厳しい状況が残るものの、全体に回復に向けた動きが出てくると思われる。 
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２．生産…「鉱工業生産指数」の前月比は３か月ぶりに低下 
・鉱工業生産指数（2015 年＝100）の「原指数」（2021 年３月）は 128.4、前

年同月比＋7.5％となり、２か月ぶりに上昇したが、「季節調整済指数」は

102.0、前月比－7.3％で、３か月ぶりに低下。この結果、季調済指数の３か

月移動平均値（21年２月）は 105.8、前月比－0.6％となり、新型コロナウ

イルス感染拡大前の 20 年１月の水準（105.0）を 11 月に超えたものの

（105.3）、２か月連続で低下し一服感がみられる。 

・業種別季調済指数の水準が 100の基準を上回ったのは「汎用・業務用機械」

（122.9）や「生産用機械」（113.9）、「化学」（109.4）などで、一方、「電子

部品・デバイス」（67.4）や「金属製品」（74.2）、「窯業・土石製品」（79.1）

などは引き続き極めて低い。 

・前月と比較して高ウエイトで上昇した業種は、「食料品」（前月比＋7.0％）、

「電気・情報通信機械」（同＋6.2％）、一方、低下したのは「生産用機械」

（同－36.9％、半導体・フラットパネルディスプレイ製造装置）、「化学」（同

－13.5％）など。 

 

 
 

 

 

 
 

20年1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 21年1 2 3

原指数（前年同月比） -11.3 0.3 -11.0 -10.7 -25.8 -16.2 -13.6 -21.2 -14.3 -3.3 5.9 0.4 3.0 -1.6 7.5

季調済指数（前月比） -5.9 12.2 -11.5 -2.5 -16.3 9.5 11.6 -9.4 11.4 2.0 10.4 -6.7 1.5 4.4 -7.3
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19年1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 20年1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 21年1 2 3

滋賀県 109.8 111.0 110.2 109.2 107.8 108.6 110.0 113.0 111.4 108.9 104.9 102.4 105.0 102.7 101.6 91.3 87.8 88.6 91.4 95.1 96.1 103.6 105.3 106.8 106.4 105.8

全国 103.4 102.8 102.9 103.2 102.8 102.6 101.4 101.7 100.4 99.5 98.0 98.2 98.6 98.0 93.7 86.6 81.5 81.6 85.3 88.8 91.1 93.1 93.9 95.0 95.5 96.6 97.5
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2019年

4-6月

期

7-9月

期

10-12

月期

2020年

1-3月

期

4-6月

期

7-9月

期

10-12

月期

2021年

1-3月

期

2020年

10月
11月 12月

2021年

1月
2月 3月

鉱工業総合 107.8 113.0 104.9 102.7 87.8 95.1 105.3 105.8 100.8 111.3 103.8 105.4 110.0 102.0

鉄鋼・非鉄金属 107.7 106.9 103.0 102.6 70.9 88.8 98.9 100.0 105.9 96.5 94.2 100.0 99.7 100.3

金属製品 95.1 92.0 89.2 83.7 71.3 77.0 76.7 73.5 81.0 73.2 75.8 79.6 66.8 74.2

生産用機械 135.3 136.9 141.3 131.9 120.8 112.3 132.0 154.2 119.3 131.0 145.8 168.1 180.6 113.9
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業種別の鉱工業生産指数の推移①（季調済指数、2015年＝100）
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2021年

1-3月

期

2020年

10月
11月 12月

2021年

1月
2月 3月

汎用・業務用機械 121.6 124.2 108.4 117.1 101.2 94.6 121.7 117.7 119.8 150.1 95.3 103.4 126.9 122.9

電子部品・デバイス 59.6 58.1 58.2 60.4 43.2 52.6 58.1 66.6 55.7 58.0 60.5 64.4 68.1 67.4

電気・情報通信機械 109.3 105.6 99.6 99.4 86.6 89.2 94.0 100.9 88.6 90.9 102.4 97.2 99.6 105.8

輸送機械 104.8 108.4 98.0 100.2 59.3 84.2 84.4 101.4 91.7 74.8 86.6 106.7 100.8 96.6
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業種別の鉱工業生産指数の推移②（季調済指数、2015年＝100）
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10月
11月 12月

2021年

1月
2月 3月

窯業・土石製品 85.3 83.8 82.9 80.9 67.7 62.4 70.8 77.4 72.3 69.2 70.9 78.8 74.2 79.1

化学 112.7 141.0 124.7 124.5 108.5 127.5 149.9 123.0 128.3 182.1 139.3 133.1 126.5 109.4

プラスチック 109.8 108.9 105.0 97.4 96.5 98.5 101.5 105.5 99.9 99.2 105.5 106.0 102.7 107.7

パルプ・紙・紙加工品 103.1 103.1 101.7 102.3 97.4 100.8 100.4 104.8 103.1 100.2 97.9 109.5 102.5 102.4

食料品 101.2 103.9 103.2 104.3 85.2 98.9 97.8 104.1 99.6 95.4 98.5 105.2 100.0 107.0

その他 96.8 96.9 94.5 92.4 68.4 79.5 91.3 94.6 89.4 91.6 92.9 95.2 94.2 94.5
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業種別の鉱工業生産指数の推移③（季調済指数、2015年＝100）

19年1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 20年1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 21年1 2 3

生産 10.1 1.1 2.4 -0.5 -6.1 -2.4 6.2 0.1 9.0 -6.6 -8.2 -1.1 -11.3 0.3 -11.0 -10.7 -25.8 -16.2 -13.6 -21.2 -14.3 -3.3 5.9 0.4 3.0 -1.6 7.5

出荷 5.9 0.8 -1.8 -0.8 -5.3 -6.0 1.5 -4.3 7.6 -13.5 -10.2 -2.8 -11.7 -1.3 -7.1 -14.6 -27.7 -15.8 -13.7 -20.4 -17.7 -2.1 4.5 -1.7 3.3 1.5 3.7

在庫 0.1 -1.7 2.1 -0.1 -0.7 3.8 6.5 9.7 5.0 6.4 5.8 5.2 3.6 4.6 4.0 6.4 5.7 0.6 -0.2 -4.3 -1.9 -4.5 -4.1 -5.5 -6.4 -7.5 -4.3
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３．個人消費…「小売業６業態計売上高」は２か月連続で減少 
・「消費者物価指数（生鮮食品を除く総合／大津市／2015年＝100）」（21年４

月）は 101.7、前年同月比－0.7％、前月比－0.1％となり、前年同月比は 13

か月連続で低下し、前月比も４か月ぶりに低下。通信（前月比－15.2％）な

どが大きく低下。 

・「可処分所得（大津市・勤労者世帯）」（３月）は２か月ぶりに減少（前年同

月比－1.8％）。「家計消費支出（同）」は６か月ぶりに大幅増加した（同＋

29.9％）。 

・「名目賃金指数（現金給与総額、事業所規模 30人以上、2015年＝100）」（３

月）は 80.9、同－0.2％、「実質賃金指数」は 79.5、同＋0.4％となった。 

・「百貨店・スーパー販売額（全店ベース＝店舗調整前、対象 102店舗）」（３

月）は、20,400 百万円、前年同月比－4.2％となり２か月連続で減少した。

しかし、衛生用品や食品などの買いだめで増加した昨年の影響を排除した

一昨年と比べると増加している（＋1.8％）。品目別では、「家電機器」（同＋

4.9％）と「家庭用品」（同＋1.9％）は前年を上回ったものの、ウエイトの

高い「飲食料品」が 16か月ぶりに減少したのをはじめ（同－3.6％）、「衣料

品」（同－6.3％）、「身の回り品」（同－8.3％）も減少している。また、「既

存店ベース（＝店舗調整後）」でも 14か月ぶりに減少した（同－0.8％）。品

目別にみるとウエイトの高い「飲食料品」（同－2.1％）が減少。 

・大型専門店では、ウエイトの高い「ドラッグストア」（全店ベース＝店舗調

整前、３月、216店舗）は 6,819百万円、同－2.0％で、２か月連続で減少。

これは前年同月が衛生用品や食品などの買いだめにより大幅増加（同＋

10.7％）したためで、一昨年同月に比べると増加している（＋8.5％）。「家

電大型専門店」（同 42 店舗）は 4,331 百万円、同＋11.9％となり６か月連

続かつ大幅増加。「ホームセンター」（同 63 店舗）は 3,012 百万円、同－

8.4％で、６か月ぶりに減少したが、これも一昨年同月と比べると増加（同

＋1.1％）。「コンビニエンスストア」（同 558 店舗）は 9,311 百万円、同＋

1.6％となり 13か月ぶりに増加した。ただ、一昨年同月と比べると減少（同

－5.3％）。 

・これらの結果、「小売業６業態計売上高」（３月）は 43,873百万円、同－1.6％

で、「百貨店・スーパー」と「ホームセンター」が大幅マイナスとなったた

め、２か月連続で減少した。しかし、一昨年同月に比べると微増となり（＋

1.6％）、新型コロナ対策のための衛生用品をはじめ、「新しい生活様式」に

関連した家電機器の販売などが引き続き堅調に推移しているとみられる。 
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2021年

1-3月

期

2020年

10月
11月 12月

2021年

1月
2月 3月

小売業６業態計 2.0 3.1 -1.7 3.2 4.0 1.8 4.0 0.1 4.5 3.0 4.4 3.8 -1.9 -1.6

百貨店・スーパー(全店) -1.1 -0.6 -1.7 3.4 3.5 5.3 2.2 -0.7 0.3 -1.2 0.7 0.5 -3.1 -4.2

大型専門店計 7.1 12.4 -4.1 6.5 15.2 2.8 14.0 3.8 16.4 13.3 12.9 12.0 -0.5 0.3

コンビニエンスストア 2.3 -0.8 1.3 -2.0 -10.1 -6.9 -5.2 -3.2 -5.1 -5.9 -4.6 -4.9 -6.3 1.6
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（％） 百貨店・スーパー、大型専門店、コンビニエンスストアの小売業態別販売額（前年同期（月）比）

（注）大型専門店計は、家電大型専門店とドラッグストア、ホームセンターの合計。
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大型専門店計 7.1 12.4 -4.1 6.5 15.2 2.8 14.0 3.8 16.4 13.3 12.9 12.0 -0.5 0.3

家電大型専門店販売額 6.0 16.2 -13.4 -2.2 15.9 -4.0 24.4 13.4 30.0 27.1 19.5 20.1 7.5 11.9

ドラッグストア販売額 10.8 15.1 3.9 12.6 13.1 4.3 8.9 -0.6 11.2 7.7 8.0 6.5 -5.8 -2.0

ホームセンター販売額 1.9 3.2 -7.7 4.8 18.3 8.9 13.4 2.4 15.1 10.9 14.3 14.2 3.6 -8.4
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（％） 大型専門店の業態別販売額の推移（前年同期（月）比）
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【ご参考】 

・21 年４月の京都市内４百貨店の総売上高は 12,328 百万円、前年同月比＋

164.3％となった。これは、昨年４月が新型コロナ感染拡大による初の緊急

事態宣言発令で、各店が休業したため、その反動で大幅増となった。ただ、

一昨年同月と比べると大幅減少となっている（－34.5％）。 

 

 
 

 

・「乗用車新車登録台数（登録ナンバー別）」（４月）については、「小型乗用車

（５ナンバー車）」は６か月連続かつ大幅に減少したものの（993 台、同－

10.0％）、「普通乗用車（３ナンバー車）」が７か月連続で大幅増加したため

（1,495 台、同＋56.9％）、２車種合計では２か月ぶりの大幅増となった

（2,488 台、同＋21.0％）。また、「軽乗用車」が３か月連続かつ大幅に増加

したため（1,912 台、同＋45.5％）、これら３車種の合計では７か月連続か

つ大幅に増加している（4,400台、同＋30.6％）。 
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【参考】京都市内４百貨店の総売上高の推移

高島屋 大丸 伊勢丹 藤井大丸 前年同月比（右目盛）

（百万円） （％）

12,328

（注）伊勢丹はＪＲ大阪駅内「ルクア1100」に入居する系列店舗分を含む。高島屋は洛西店を含む推計値。

（出所）日本百貨店協会調べ。
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2021年
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2月 3月 4月

普通乗用車 8.3 17.1 -19.8 -13.4 -42.2 -23.2 29.0 19.7 26.4 17.0 24.9 13.7 21.2 56.9

小型乗用車 7.6 -1.1 -17.3 -1.5 -22.4 -13.7 0.8 -15.1 -11.2 -9.7 -4.8 -12.5 -22.0 -10.0
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（％）
乗用車の新車登録・販売台数の推移（前年同期（月）比）
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４．民間設備投資…「民間非居住用建築物着工床面積」は 13か月連 

続かつ大幅に減少 
・「民間非居住用建築物着工床面積」（21 年４月）は 38,811㎡、前年同月比－

16.8％で、13か月連続かつ大幅に減少している。用途別にみると、「商業用」

は３か月ぶりに大幅増加したものの（9,241 ㎡、同＋62.2％）、「サービス業

用」が８か月連続で大幅減少し（11,571 ㎡、同－52.1％）、「鉱工業用」も

２か月連続で減少したため（12,799 ㎡、同－9.7％）、この３業用計では２

か月連続で大幅減少している（33,611㎡、同－23.6％）。 

・トラック新車登録台数（４月）は、「普通トラック（１ナンバー車）」が３か

月ぶりに大幅増加し（134台、同＋18.6％）、「小型四輪トラック（４ナンバ

ー車）」も３か月連続かつ大幅増加したため（217台、同＋55.0％）、２車種

合計では２か月連続かつ大幅に増加（351 台、同＋38.7％）。 

 

 
（注）「鉱工業用」は、「鉱業、採石業、砂利採取業、建設業用」と「製造業用」の合計。 

   「商業用」は、「卸売業、小売業用」および「金融業、保険業用」「不動産業用」の合計。 

   「サービス業用」は、「電気・ガス・熱供給・水道業用」および「情報通信業用」「運輸業用」「宿泊業、飲食 

サービス業用」「教育、学習支援業用」「医療、福祉用」「その他のサービス業用」の合計。 

 

 

 

 
 

・㈱しがぎん経済文化センターが今年５月に実施した「県内企業動向調査」は

（有効回答数 284社）、今期４－６月期に設備投資を「実施」した（する）

割合は、前期を１ポイント下回り 46％となった。また、次期７－９月期は

42％とさらに低下する見通し。当期の設備投資「実施」（予定を含む）企業

の主な投資内容は、「生産・営業用設備の更新」が最も多くなった（41％）。

業種別にみると、製造業では引き続き「生産・営業用設備の更新」（49％）、

非製造業では「車両の購入」（38％）が最も多い。 
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サービス業用 41,111 113,812 95,616 120,747 40,395 80,925 55,153 32,832 12,850 9,399 4,879 5,521 22,432 11,571

商業用 32,302 30,368 15,125 13,216 15,685 16,530 39,412 8,895 3,558 26,273 2,602 1,496 4,797 9,241

鉱工業用 100,753 93,664 56,323 45,457 46,505 47,957 22,502 59,522 14,805 3,175 8,901 44,994 5,627 12,799

３業用計 -22.9 33.0 6.4 39.7 -41.1 -38.9 -29.9 -43.6 -52.2 -8.0 -66.6 6.5 -59.7 -23.6

非居住用 -24.6 34.3 2.3 38.5 -35.4 -39.8 -28.3 -39.6 -41.8 -0.4 -36.1 -3.5 -62.3 -16.8
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普通トラック 7.4 11.7 -6.6 -6.1 -24.3 -22.8 -6.0 0.9 -26.3 0.9 25.0 -8.1 -3.0 18.6
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（％） トラックの新車登録台数の推移（前年同期（月）比）

設備投資実施（21/４－６月期）の主な内容（複数回答）
【％】

合計
生産･営業用

設備の更新

生産･営業用
設備の新規

導入
土地購入

建物の増改

築
建物の新築 車両の購入

ＯＡ機器の購

入

ソフトウェアの

購入
その他

全体 146 41 20 9 20 5 29 27 16 6
製造業 59 49 31 3 14 3 17 14 7 2
非製造業 87 36 13 13 24 6 38 36 23 9
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５．住宅投資…「新設住宅着工戸数」は２か月ぶりに大幅増加 
・「新設住宅着工戸数」（21 年４月）は 695 戸、前年同月比＋11.9％となり、

２か月ぶりに大幅増加した。 

・利用関係別では、「持家」は 392 戸、同＋28.1％（大津市 78 戸、東近江市

40 戸など）、「貸家」は 223 戸、同＋41.1％（大津市 60 戸など）となった。

一方、「分譲住宅」は 78 戸、同－50.0％となり（大津市 24 戸など）、うち

「一戸建て」は 78戸で、３か月連続で減少し（前年差－22戸）、「分譲マン

ション」は申請がなかった（同－56 戸）。「給与住宅」は２戸（湖南市と竜

王町）。 

・新設住宅着工の「床面積」（４月）は 66,646㎡、前年同月比＋9.8％で、２

か月ぶりに増加。利用関係別では、「持家」は 46,820㎡、同＋27.0％で、２

か月ぶりに大幅増加、「貸家」は 11,069㎡、同＋37.7％、これも２か月ぶり

に大幅増加、「分譲住宅」は 8,453㎡、同－46.4％で、２か月連続で大幅減

少。「給与住宅」は 304㎡。 
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（％） 新設住宅着工戸数の伸び率の推移（利用関係別）（前年同期（月）比）

2019年

4-6月

期

7-9月

期

10-12

月期

2020年

1-3月

期

4-6月

期

7-9月

期

10-12

月期

2021年

1-3月

期

2020年

11月
12月

2021年

1月
2月 3月 4月

持家 4.4 0.7 -5.1 1.8 -9.9 -2.9 1.7 3.3 6.7 -0.8 3.5 7.7 -0.1 13.8
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滋賀県
【新設住宅】利用関係別戸数（単位：戸）
月次集計：2021年4月
CODE 県郡市町名 利用関係計 持家 貸家 給与住宅 分譲住宅

滋賀県計 695 392 223 2 78
市部計 662 373 223 1 65
郡部計 33 19 0 1 13

201 大津市 162 78 60 0 24
202 彦根市 63 30 26 0 7
203 長浜市 50 36 12 0 2
204 近江八幡市 30 22 4 0 4
206 草津市 64 34 24 0 6
207 守山市 44 27 12 0 5
208 栗東市 53 18 31 0 4
209 甲賀市 35 27 8 0 0
210 野洲市 32 15 15 0 2
211 湖南市 22 18 0 1 3
212 高島市 17 16 0 0 1
213 東近江市 63 40 16 0 7
214 米原市 27 12 15 0 0
380 蒲生郡 10 8 0 1 1
383 日野町 6 5 0 0 1
384 竜王町 4 3 0 1 0
420 愛知郡 19 8 0 0 11
425 愛荘町 19 8 0 0 11
440 犬上郡 4 3 0 0 1
441 豊郷町 1 0 0 0 1
442 甲良町 3 3 0 0 0
443 多賀町 0 0 0 0 0
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月期
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貸家 26,923 35,108 39,910 27,766 26,568 36,452 30,860 25,319 13,036 7,331 7,226 11,207 6,886 11,069

持家 149,987 135,021 132,082 119,267 120,763 127,414 134,695 126,404 50,405 41,473 40,527 39,647 46,230 46,820
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（㎡） 新設住宅着工床面積の推移（利用関係別）
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合計 -2.1 2.3 -14.6 14.3 -15.6 -12.2 6.6 2.2 51.2 -16.7 15.2 13.5 -14.7 9.8

持家 8.8 1.8 -12.3 0.6 -19.5 -5.6 2.0 6.0 14.0 -5.2 7.3 15.7 -2.1 27.0

貸家 -9.1 7.7 -7.3 9.8 -1.3 3.8 -22.7 -8.8 -7.8 -40.8 -1.5 31.8 -42.2 37.7
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６．公共投資…「請負金額」は７か月連続で大幅減少 
・西日本建設業保証㈱の保証による公共工事の保証件数（21 年４月）は 264

件、前年同月比＋19.5％で２か月連続の大幅増加。一方、請負金額は約 222

億円、同－29.0％で７か月連続の大幅減少。 

・発注者別請負金額は、 

 「国」：約 19億円、前年同月比＋32.6％ 

 「独立行政法人」：約 21億円、同－55.0％ 

「県」：約 174億円、同＋32.6％ 

「市町」：約６億円、同－95.0％ 

「その他」：約２億円、同＋72.6％ 

 

《21年４月の主な大型工事（３億円以上）》 

 国  ：国道 161号青柳地区道路改良工事（近畿地方整備局、工事場所：高

島市、請負総額：約４億円） 

     栗東水口道路上砥山高架橋Ｐ５橋脚他工事（同上、同：栗東市、

同：約３億円） 

独立行政法人： 

北陸自動車道敦賀管内舗装補修工事（2020年度）（中日本高速道路

（株）金沢支社、同：長浜市、同：約 31億円） 

栗東トレーニング・センターＥコース路盤更新工事（栗東トレーニ

ングセンター、同：栗東市、同：約７億円） 

県  ：吉川浄水場耐震対策建設工事（同：野洲市、同：約 45億円） 

    近江八幡守山線補助道路整備工事（同：守山市、同：約 18 億円） 

    長命寺川広域河川改修工事（同：近江八幡市、同：約４億円） 

     犬上川地区水管理施設整備工事（同：甲良町、同：約４億円） 

     希望が丘文化公園陸上競技場整備工事（同：野洲市、同：約４億円） 
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2019年4-6

月期
7-9月期 10-12月期

2020年1-3

月期
4-6月期 7-9月期 10-12月期

2021年1-3

月期
2020年11月 12月 2021年1月 2月 3月 4月

国 3,184 2,833 2,234 5,903 3,789 3,099 2,116 4,356 300 691 2,125 1,137 1,094 1,866

独立行政法人 7,481 5,260 2,480 3,003 6,614 1,506 384 2,936 66 137 9 0 2,927 2,117

県 18,158 10,300 13,624 11,514 23,863 13,816 11,500 9,515 3,319 2,311 2,582 833 6,100 17,404

市町 14,288 9,448 19,373 11,770 17,519 12,531 8,555 5,603 2,468 3,152 2,359 1,740 1,504 596

その他 2,133 963 475 2,091 941 1,463 334 2,123 63 143 244 94 1,785 233
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（百万円） 公共工事請負額の発注者別の推移
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10-12
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2021年

1-3月

期

2020年

11月
12月

2021年

1月
2月 3月 4月

国 0.5 -0.0 8.2 23.3 1.3 0.9 -0.3 -4.5 -2.4 3.9 19.1 -29.6 -1.6 1.5

独立行政法人 9.6 15.2 11.8 8.9 -1.9 -13.0 -5.5 -0.2 -1.2 -18.9 -0.3 0.0 -0.3 -8.3

県 12.0 9.9 27.4 34.9 12.6 12.2 -5.6 -5.8 -3.1 -4.9 13.9 -2.8 -17.4 13.7

市町 -8.0 -3.8 47.3 27.4 7.1 10.7 -28.3 -18.0 -56.1 -8.9 -44.6 -22.7 -2.0 -36.2

その他 -2.6 2.5 -2.3 5.3 -2.6 1.7 -0.4 0.1 0.1 -1.3 1.4 -5.3 2.6 0.3

合計 11.5 23.8 92.4 99.9 16.5 12.5 -40.0 -28.4 -62.7 -30.1 -10.5 -60.4 -18.7 -29.0
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国 701 300 329 691 562 2,125 3,979 1,137 1,362 1,094 1,407 1,866

独立行政法人 263 66 1,877 137 33 9 0 0 2,970 2,927 4,705 2,117

県 3,844 3,319 2,766 2,311 1,444 2,582 1,098 833 8,972 6,100 13,122 17,404

市町 11,822 2,468 3,976 3,152 6,009 2,359 3,920 1,740 1,841 1,504 11,922 596
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７．雇用…「新規求人倍率」は２か月ぶりに上昇 
・「新規求人数（パートを含む）」（21年４月）は 7,412人、前年同月比＋19.4％

で、16 か月ぶりの大幅増加、「新規求職者数（同）」は 6,556人、同＋18.5％

で、２か月連続で大幅増加。 

・「新規求人倍率（パートを含む、季節調整値）」は 1.58倍で前月に比べ２か

月ぶりに上昇した（前月差＋0.09ポイント）。「有効求人倍率（同）」は対前

月で 0.01 ポイント上昇の 0.91倍となっているものの、12 か月連続で１倍

を下回り低水準が続いている。しかし、実態に近い「就業地別」の有効求人

倍率は 1.13 倍となり、４か月連続で対前月上昇し（同＋0.06 ポイント）、

３か月連続で１倍を上回っている。 

・雇用形態別の有効求人倍率（原数値）は、「常用パート」が 0.77倍で対前月

低下（同－0.17ポイント）、「正社員」は 0.60倍と低水準が続いている。 

・県内安定所別の有効求人倍率（パートを含む、原数値）を高い順にみると、 

「彦根」：1.06倍で、３か月連続で低下（前月差－0.08ポイント）。 

「長浜」：0.88倍で、２か月ぶりに大幅低下（同－0.15ポイント）。 

「甲賀」：0.84倍で、２か月連続で低下（同－0.03ポイント）。 

「高島」：0.82倍で、２か月ぶりに大幅低下（同－0.11ポイント）。 

「草津」：0.81倍で、２か月連続で大幅低下（同－0.18ポイント）。 

「大津」：0.77倍で、２か月連続で低下（同－0.07ポイント）。 

「東近江」：0.76倍で、６か月ぶりに大幅低下（同－0.11ポイント）。 

・産業別の「新規求人数」は、 

 「建設業」：597人、前年同月比＋0.8％で、６か月連続で増加。 

 「製造業」：1,258人、同＋55.1％で、２か月連続で大幅増加。 

 「卸売・小売業」：696人、同－21.1％で、16か月連続かつ大幅減少。 

 「医療、福祉」：1,905人、同＋21.0％で、２か月連続で大幅増加。 

 「サービス業」：1,001人、同＋30.2％で、３か月ぶりに大幅増加。 

 「公務、他」：272人、同＋1.9％で、２か月連続で増加。 

・「雇用保険受給者実人員数」は 5,940人、同＋31.9％で、12か月連続かつ大

幅に増加。 

・「常用雇用指数（事業所規模 30人以上、2015 年＝100）」（３月）は 98.9、同

＋0.3％で、９か月連続で上昇。また、「製造業の所定外労働時間指数（同）」

は 89.5、同＋4.1％で、26か月ぶりに上昇。 

・「完全失業率」（21年１－３月期）は2.8％で、６四半期ぶりに低下（前

期比－0.1ポイント）。 
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（％） 新規求人数と新規求職者数の推移（パートを含む）（前年同期（月）比）

2020

年1

月

2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

2021

年1

月

2月 3月 4月

新規求人倍率 1.67 1.83 1.76 1.53 1.41 1.31 1.36 1.53 1.42 1.48 1.62 1.57 1.53 1.56 1.49 1.58

有効求人倍率（受理地別） 1.30 1.28 1.15 1.07 0.93 0.83 0.81 0.80 0.80 0.80 0.82 0.83 0.86 0.90 0.90 0.91

有効求人倍率（就業地別） 1.47 1.43 1.38 1.34 1.17 1.08 1.02 0.98 0.98 0.97 0.97 0.96 0.97 1.01 1.07 1.13
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（出所:滋賀労働局） 

 

 

 

 

2020年

1月
2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

2021年

1月
2月 3月 4月

大津 1.40 1.26 1.11 0.92 0.79 0.78 0.78 0.83 0.79 0.77 0.78 0.86 0.90 0.91 0.84 0.77

高島 1.37 1.08 0.88 0.68 0.61 0.62 0.69 0.75 0.77 0.79 0.92 1.04 1.03 0.91 0.93 0.82

長浜 1.33 1.26 1.13 0.87 0.74 0.65 0.67 0.69 0.69 0.70 0.89 0.96 1.10 0.98 1.03 0.88

彦根 1.86 1.76 1.55 1.41 1.34 1.09 1.02 1.07 1.07 1.10 1.12 1.23 1.27 1.25 1.14 1.06

東近江 1.35 1.32 1.09 0.88 0.68 0.65 0.67 0.67 0.67 0.66 0.69 0.70 0.76 0.84 0.87 0.76

甲賀 1.29 1.20 0.98 0.83 0.70 0.63 0.64 0.65 0.66 0.66 0.68 0.76 0.89 0.94 0.87 0.84

草津 1.56 1.66 1.39 1.05 0.88 0.82 0.79 0.77 0.79 0.83 0.90 0.98 1.00 1.09 0.99 0.81
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（倍） 県内の安定所別の有効求人倍率の推移（パートを含む、原数値）

2019年

4-6月期
7-9月期

10-12月

期

2020年

1-3月期
4-6月期 7-9月期

10-12月

期

2021年
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2021年1
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2月 3月 4月

産業計 -3.5 -2.3 4.2 -12.8 -32.6 -23.6 -29.0 -12.4 -16.1 -39.5 -14.8 -17.4 -3.2 19.4

製造業 -10.0 -14.9 -19.5 -27.5 -48.9 -42.7 -29.4 2.2 -30.8 -21.2 -5.7 -1.6 14.5 55.1

建設業 11.3 19.7 0.5 -9.6 -7.1 -12.5 -0.3 14.6 23.0 1.7 8.2 27.0 10.5 0.8
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（％） 産業別新規求人数の推移①（前年同期（月）比）

（注）「産業計」はその他の産業を含む。
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卸売・小売業 -5.7 1.8 -0.5 -21.0 -27.1 -31.1 -33.7 -17.0 -16.4 -43.3 -11.2 -31.0 -6.3 -21.1

医療、福祉 -1.5 11.4 9.7 1.6 -14.9 -4.3 -7.0 -4.6 -11.6 6.6 -6.5 -7.3 0.4 21.0

サービス業 -8.9 -5.1 -18.2 -25.7 -39.9 -41.0 -16.8 0.0 -5.6 -19.3 7.0 -3.6 -3.3 30.2
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（％） 産業別新規求人数の推移②（前年同期（月）比）
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期

7-9月

期

10-12

月期

2021年

1-3月

期

2020年

11月
12月

2021年

1月
2月 3月 4月

建設業 0.6 1.0 0.0 -0.5 -0.4 -0.8 0.0 0.7 1.0 0.1 0.5 1.1 0.6 0.1

製造業 -1.9 -2.9 -3.5 -4.1 -8.5 -7.3 -4.1 0.3 -4.6 -2.4 -0.7 -0.2 2.0 7.2

卸売・小売業 -0.7 0.2 0.0 -2.0 -3.2 -3.7 -3.5 -1.5 -1.6 -4.5 -0.9 -2.7 -0.6 -3.0

医療、福祉 -0.3 2.2 1.9 0.3 -3.0 -1.0 -1.5 -1.0 -2.8 1.1 -1.5 -1.4 0.1 5.3

サービス業 -1.3 -0.7 -2.4 -3.2 -5.3 -5.7 -1.7 0.0 -0.6 -1.6 0.7 -0.4 -0.4 3.7

公務、他 0.0 -0.4 7.9 1.0 0.1 1.5 -10.0 -7.1 -5.2 -22.8 -9.9 -10.3 0.3 0.1

産業計 -3.5 -2.3 4.2 -12.8 -32.6 -23.6 -29.0 -12.4 -16.1 -39.5 -14.8 -17.4 -3.2 19.4
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（％） 新規求人数の産業別寄与度の推移（前年同期（月）比）
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月
2月 3月 4月

人員数 14,628 14,890 13,700 13,342 15,924 20,721 19,664 17,242 6,554 6,072 5,832 5,723 5,687 5,940
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・新規求職者（常用）の就業・不就業の状態別内訳の中から、「事業主都合」

による離職者の推移をみると、４月は 908人、前年同月比＋0.1％で、20か

月連続で増加している。今後の動向を注視する必要がある。 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【ご参考】 

・厚生労働省の「新型コロナウイルス感染症に起因する雇用への影響に関す

る情報」によると、６月４日現在、新型コロナウイルス感染症に起因する

「解雇等見込み労働者数」は全国で 105,974人、滋賀県で 855人となった。

近隣の府県と比較すると、「解雇等見込み労働者数」は近隣府県の中では「奈

良県」（602人）に次いで少ないが、今後の動向を注視する必要がある。 

・この数値は、厚生労働省が都道府県労働局の聞き取りや公共職業安定所に

寄せられた相談・報告等をもとに把握、集計したもので網羅的なものでは

ない。「解雇等見込み労働者数」は、都道府県労働局及びハローワークに対

して相談があった事業所等において解雇・雇止め等の予定がある労働者で、

一部既に解雇・雇止めされたものも含まれている。 
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新型コロナウィルスに関連した雇用調整の状況（Ｒ２/5/29からＲ３/6/4集計分までの累計）

【近隣の府県別】

（人）

（資料）厚生労働省職業安定局雇用政策課
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８．企業倒産…「負債総額」は３か月連続かつ大幅に前年を下回る 
・㈱東京商工リサーチ滋賀支社のまとめによる「負債総額 10百万円以上」の

21年４月の倒産件数は３件で（前年差－７件）、２か月ぶりに減少し、負債

総額は約 30 百万円（同－5,743 百万円）で、３か月連続かつ大幅に前年を

下回った。これは、前年同月に負債総額約 50億円の大型倒産が発生したた

め。なお、「新型コロナ」関連の倒産発生はなかった。 

・業種別では「建設業」が２件、「小売業」が１件、原因別ではすべて「販売

不振」、資本金別では３件すべて「１千万円未満」。 

 

【21年４月の県内の主な倒産】 

商 号 負債額 

（百万円） 

倒産原因 倒産形態 業 種 

Ken’s 

interior 

10 販売不振 破産法 内装工事 

㈱Ｋ・Ｇ 10 販売不振 破産法 自動車販売 

コモリデンキ 10 販売不振 破産法 電気工事 
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９．県内主要観光地の観光客数 
【①大津地域】 

  ミシガン＋ビアンカ……………21年４月 4,074人（前年比＋2,414.8％） 

  道の駅：びわ湖大橋米プラザ…………４月  46,244人（同＋37.3％） 

道の駅：妹子の郷………………………４月  63,000人（同＋50.0％） 

比叡山ドライブウェイ…………………４月  23,346人（同＋107.0％） 

 奥比叡ドライブウェイ…………………４月 13,876人（同＋124.7％） 

びわ湖バレイ……………………………４月  14,601人（同＋278.7％）  

 

【②南部地域】 

県立琵琶湖博物館………………………４月  20,970人（前年は休館） 

 道の駅：草津……………………………４月  15,006人（同＋51.0％） 

 道の駅：こんぜの里りっとう…………４月  3,066人（同＋64.3％） 

ファーマーズマーケットおうみんち……４月  30,458人（同－2.2％） 

 

【③甲賀地域】 

 県立陶芸の森……………………………４月  29,720人（同＋79.6％） 

  ＭＩＨＯ ＭＵＳＥＵＭ………………４月  14,116人（前年は休館） 

 道の駅：あいの土山……………………４月   8,580人（同＋127.0％） 

 

【④東近江地域】 

ラ コリーナ近江八幡 …………………４月 190,174人（同＋316.5％） 

休暇村 近江八幡………………………４月   3,541人（同＋333.4％） 

安土(城郭資料館＋信長の館)…………４月   5,026人（同＋390.8％） 

道の駅：竜王かがみの里………………４月  34,620人（同－2.6％） 

道の駅：アグリパーク竜王……………４月  54,805人（同＋89.8％） 

道の駅：奥永源寺渓流の里……………４月 29,082人（同＋12.9％） 

道の駅：あいとうﾏｰｶﾞﾚｯﾄｽﾃｰｼｮﾝ ……４月  51,125人（同＋39.7％） 

 滋賀農業公園ブルーメの丘……………４月  29,387人（同＋465.4％） 

  

 

 

 

 

【⑤湖東地域】 

彦根城……………………………………４月 38,559人（同＋346.2％） 

かんぽの宿 彦根………………………４月  1,130人（同＋482.5％） 

道の駅：せせらぎの里こうら…………４月 16,826人（同＋18.3％） 

 

【⑥湖北地域】 

  道の駅：近江母の郷……………………４月 17,128人（同＋59.2％） 

長浜城……………………………………４月  5,212人（同＋203.7％） 

 長浜｢黒壁スクエア｣……………………４月 50,826人（同＋411.6％） 

 道の駅：伊吹の里・旬彩の森…………４月 30,455人（同＋21.7％） 

  道の駅：塩津海道あぢかまの里………４月 40,344人（同＋21.0％） 

 

【⑦湖西地域】 

 県立びわ湖こどもの国…………………４月 16,783人（同＋401.0％） 

  道の駅：藤樹の里あどがわ……………４月 65,824人（同＋37.3％） 

 道の駅：くつき新本陣 ………………４月 23,517人（同＋73.9％） 

 道の駅：マキノ追坂峠…………………４月 19,614人（同＋52.2％） 

 

【⑧その他】 

主要３シネマコンプレックス…………４月 31,399人（同＋2,200.3％） 
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【ご参考】 

・21年３月の県内の宿泊施設タイプ別の延べ宿泊者数は211,070人泊、前年

同月比－3.8％で、減少幅は前月から大幅に縮小した。「旅館」（40,420

人泊、同＋38.2％）は大幅に増加、一方、「リゾートホテル」（23,880人

泊、同－42.7％）や「シティホテル」（17,210人泊、同－31.9％）は大幅

に減少した。 

・これは、３月１日に県が「Go To イート」のプレミアム付き食事券の新規

販売を再開、また21日、１月に発出された２回目の緊急事態宣言が２か月

半ぶりに全面解除されたためとみられる。 
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期

7-9月

期

10-12

月期

2021年

1-3月

期

2020年

11月
12月

2021年

1月
2月 3月 4月

①大津地域小計（6か所） 1.6 -7.0 -5.1 -9.7 -61.7 -14.9 -6.0 -14.0 -8.7 -0.1 -20.7 -6.8 -14.2 69.7

②南部地域小計（4か所） 6.8 -0.1 -2.3 -20.0 -45.4 -30.4 1.0 7.0 10.4 0.1 -17.9 -2.5 52.0 61.9

③甲賀地域小計（3か所） 41.9 18.6 23.9 5.0 -75.5 -12.8 -31.8 -19.2 -36.9 -31.5 -43.2 -33.9 42.8 157.8

④東近江地域小計（8か所） 9.1 2.5 1.0 -5.5 -60.9 -10.5 -8.9 -9.2 -7.4 -11.7 -33.9 -15.4 20.6 121.6
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⑤湖東地域小計（3か所） 11.9 2.5 1.9 -21.0 -79.6 -37.1 -21.4 -10.6 -15.8 -35.7 -58.5 -23.3 67.9 145.1

⑥湖北地域小計（5か所） -4.6 -4.8 -6.6 -19.5 -67.2 -26.7 -18.1 -38.1 -23.7 -27.4 -58.2 -36.7 -17.9 78.2

⑦湖西地域小計（4か所） 7.8 1.5 3.4 7.2 -50.9 -2.9 -1.0 -9.6 -1.9 -18.1 -29.2 1.0 -3.2 61.8

主要3シネマコンプレックス 18.1 12.7 2.5 -44.5 -87.9 -55.4 64.4 15.0 76.6 2.8 -2.1 -12.1 104.5 2200.3
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4月：2200.3
2020年1

月
2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

2021年1

月
2月 3月

簡易宿所、他 10,830 16,050 14,200 2,580 1,970 5,660 11,070 30,980 21,460 14,240 20,220 9,990 9,010 9,960 15,710

シティホテル 33,800 27,210 25,280 9,660 7,460 5,500 23,790 35,210 31,610 27,490 39,580 29,840 16,160 15,640 17,210

ビジネスホテル 120,930 110,660 109,110 60,400 59,880 77,850 98,030 107,750 106,310 105,450 136,210 122,510 85,360 91,560 113,850

リゾートホテル 59,960 49,280 41,650 9,520 5,400 19,500 39,600 67,850 53,310 56,480 56,060 39,820 13,800 16,480 23,880

旅館 48,270 41,500 29,240 9,330 2,720 14,660 28,310 55,230 51,470 65,790 75,030 51,090 17,920 21,370 40,420

前年同月比（％） -5.7 -19.6 -48.5 -80.7 -83.8 -66.6 -53.7 -53.1 -35.6 -31.5 -27.1 -29.2 -48.0 -36.7 -3.8
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（資料）国土交通省「宿泊旅行統計」

（人泊） （前年同月比・％）
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《トピックス》 

【最近の自社業況判断について】 

（㈱しがぎん経済文化センター調査より） 
－製造業の景況感は「新型コロナ拡大前」の水準まで回復－ 

 調 査 名     ：「県内企業動向調査」 

 調 査 時 期     ：2021年５月７日～24日 

 調査対象先：897社 有効回答数：284 社（有効回答率 32％） 

       うち製造業 ：122社（構成比 43％） 

       うち非製造業   ：162社（ 〃 57％） 

 
◆今回の調査（21年４－６月期）での自社の業況判断ＤＩは－24で、前回（21年

１－３月期）の－38より 14ポイント上昇した。 

◆製造業は、前回の－51から 28ポイント上昇の－23となり、新型コロナ拡大前で

ある 19年 10－12月期（－24）の水準まで回復した。しかしながら、依然として

10四半期連続のマイナス水準となっている。電気機械（－55→０）などはマイナ

ス水準からもちあいへ上昇、化学（－78→－14）などはマイナス幅が縮小した。 

◆非製造業は、前回の－29 から４ポイント上昇の－25 となり、マイナス幅は縮小

したものの、７四半期連続のマイナス水準となっている。不動産（－７→＋23）

はマイナス水準からプラス水準に上昇、サービス（－47→－26）などはマイナス

幅が縮小、運輸・通信（－38→－50）などはマイナス幅が拡大した。 

◆３カ月後（７－９月期）は、製造業が６ポイント上昇の－17、非製造業が９ポイン

ト低下の－34、全体では３ポイント低下の－27 と、マイナス幅は再び拡大する見

通しとなっている。 

◆その他の判断項目 
・売上ＤＩ（－33→＋１）は前回から 34 ポイント上昇、経常利益ＤＩ（－29→－

３）は 26 ポイント上昇。これは、比較対象である昨年４－６月期は新型コロナ

による緊急事態宣言が全国へ拡大された時期であり、多くの企業で臨時休業や

一時帰休などにより、売上・利益は大幅に低下していたことが要因であると考

えられる。 

・製・商品の在庫ＤＩ（＋６→＋１）は５ポイント低下。 

・販売価格ＤＩ（－４→－１）は３ポイント上昇。 

・仕入価格ＤＩ（＋15→＋30）は 15 ポイント上昇。 

・生産・営業用設備ＤＩ（＋２→＋２）は横ばい。 

・設備投資を実施した（する）企業の割合は 46％で、前回（47％）から１ポイン

ト低下し、５四半期連続で 50％を下回っている。 

・主な内容（複数回答）は、「生産・営業用設備の更新」（41％）が最も多く、

次いで「車両の購入」（29％）、「ＯＡ機器の購入」（27％）、「生産・営業

用設備の新規導入」「建物の増改築」（ともに 20％）と続いた。 

・雇用人員ＤＩ（－15→－14）は１ポイント上昇するも、３四半期連続のマイナ

ス水準となっている。業種別にみると、製造業は３ポイント低下の－３、非製

造業は３ポイント上昇の－23 であり、製造業に「不足感」がでてきた。 
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【「令和２(2020)年人口動態統計月報年計（概数）」より】  

－滋賀県の合計特殊出生率は 1.47 で、横ばい－ 
 

◆合計特殊出生率 

・全国の令和２年の合計特殊出生率は1.34で、前年の1.36より低下してい

る。 

年次推移をみると、平成18年から上昇傾向が続いていたが、平成26年に低

下し、平成27年の再上昇の後、平成28年からは再び低下している。 

・母の年齢（５歳階級）別にみると、最も合計特殊出生率が高いのは、30～

34歳となっている。 

 
 

 

 

 

 

 
 

・出生順位別では、すべての出生順位で前年より低下している。 
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・都道府県別にみると、滋賀県は1.47で、前年から横ばいであった。 

・沖縄県（1.86）、島根県(1.69)、宮崎県（1.68）、長崎県（1.64）、 

鹿児島県（1.63）が高く、東京都（1.13）、北海道（1.21）、宮城県

（1.21）、京都府（1.22）、神奈川県（1.25）が低くなっている。 
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【「人口動態統計(速報)」より】  

－滋賀県の出生数減少率は 8.3％、全国 25 位－ 
 

◆2021年1～3月の出生数 

・厚生労働省が発表した人口動態統計によると、21年１～３月期の全国の出

生数は192,977人と前年同期比9.2％減少した。 

・都道府県別にみると、東京都が同14.1％減と減少幅が最も大きく、秋田県

（同12.0％減）、埼玉県（同11.9％減）、青森県（同11.5％減）、福島県

（同11.2％減）と続いている。滋賀県の出生数は2,419人で、8.3％減少と

全国25位となった。 

 

◆2020年度の出生数 

・全国の出生数は853,214人で、前年度から42,325人のマイナスとなり、減

少率は4.7％となった。19年度の減少率は4.3％であり、減少幅は拡大して

いる。 

・都道府県別にみると、東京都が19年度の全国１位（－2.1％）から35位

（－5.8％）、神奈川県が５位（－2.7％）から31位（－5.5％）、兵庫県が

６位（－2.7％）から32位（－5.6％）となるなど、とくに新型コロナウイ

ルス感染症の影響を長期間受けた都市部での減少幅の拡大がみられた。 

・滋賀県の出生数は10,649人で、19年の27位（－5.3％）から13位（－

3.8％）と減少幅は縮小した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

順位 都道府県 2021年 2020年 増減率

全 国 192,977 212,446 -9.2%

1 徳 島 1,124 1,150 -2.3%

2 新 潟 3,140 3,220 -2.5%

3 沖 縄 3,477 3,605 -3.6%

4 鳥 取 947 982 -3.6%

5 島 根 1,087 1,135 -4.2%

6 愛 媛 2,053 2,151 -4.6%

7 和歌山 1,398 1,467 -4.7%

8 栃 木 2,783 2,923 -4.8%

9 鹿児島 2,856 3,004 -4.9%

10 熊 本 3,196 3,372 -5.2%

11 香 川 1,536 1,623 -5.4%

12 長 崎 2,300 2,432 -5.4%

13 静 岡 5,461 5,786 -5.6%

14 山 梨 1,200 1,274 -5.8%

15 三 重 2,753 2,924 -5.8%

16 富 山 1,453 1,554 -6.5%

17 高 知 1,038 1,111 -6.6%

18 岩 手 1,594 1,718 -7.2%

19 大 分 1,833 1,976 -7.2%

20 北海道 6,944 7,527 -7.7%

21 岐 阜 3,000 3,256 -7.9%

22 愛 知 12,919 14,027 -7.9%

23 広 島 4,573 4,968 -8.0%

24 宮 城 3,209 3,493 -8.1%

25 滋 賀 2,419 2,637 -8.3%

26 岡 山 3,150 3,438 -8.4%

27 群 馬 2,800 3,071 -8.8%

28 大 阪 14,081 15,492 -9.1%

29 奈 良 1,853 2,039 -9.1%

30 山 口 1,991 2,192 -9.2%

31 福 井 1,270 1,401 -9.4%

32 福 岡 8,934 9,886 -9.6%

33 茨 城 4,028 4,458 -9.6%

34 宮 崎 1,949 2,159 -9.7%

35 神奈川 13,342 14,790 -9.8%

36 京 都 3,854 4,273 -9.8%

37 兵 庫 8,348 9,323 -10.5%

38 石 川 1,742 1,946 -10.5%

39 長 野 3,017 3,375 -10.6%

40 佐 賀 1,421 1,593 -10.8%

41 山 形 1,411 1,585 -11.0%

42 千 葉 8,843 9,940 -11.0%

43 福 島 2,646 2,981 -11.2%

44 青 森 1,590 1,797 -11.5%

45 埼 玉 10,491 11,904 -11.9%

46 秋 田 1,063 1,208 -12.0%

47 東 京 20,860 24,280 -14.1%

2021年１～３月の出生数増減率
（都道府県別ランキング）
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◆21年1～3月の婚姻数 

・21年1～3月の全国の婚姻数は146,057組で、前年同期比で9,209組のマイナ

スとなり、5.9％の減少となった。 

・都道府県別にみると、神奈川県が89.3％減と最も減少し、愛知県83.6％

減、大阪府83.5％減、広島県73.7％減、茨城県70.4％減と続いている。 

・滋賀県は3,405組で前年同期比113.7％増と大きく増加しており、増減率は

全国10位となっている。 

 
 

順位  都道府県 2020年度 2019年度 増減率 順位  都道府県 2019年度 2018年度 増減率

全　　　国 853,214 895,539 -4.7% 全　　　国 895,539 935,375 -4.3%

1 沖    　縄 15,380 15,486 -0.7% 1 東　　　京 102,735 104,965 -2.1%

2 山　　　梨 5,432 5,477 -0.8% 2 大　　　阪 64,176 65,695 -2.3%

3 徳　　　島 4,725 4,801 -1.6% 3 鳥　　　取 4,296 4,398 -2.3%

4 島　　　根 4,756 4,857 -2.1% 4 山　　　口 9,436 9,675 -2.5%

5 熊    　本 13,771 14,107 -2.4% 5 神  奈　川 63,218 64,967 -2.7%

6 岡　　　山 13,855 14,219 -2.6% 6 兵　　　庫 39,489 40,604 -2.7%

7 大    　分 7,881 8,122 -3.0% 7 和　歌　山 6,214 6,421 -3.2%

8 新　　　潟 13,703 14,144 -3.1% 8 沖    　縄 15,486 16,008 -3.3%

9 和　歌　山 6,016 6,214 -3.2% 9 福　　　岡 40,908 42,384 -3.5%

10 福    　井 5,498 5,683 -3.3% 10 埼　　　玉 49,735 51,663 -3.7%

11 大　　　阪 61,866 64,176 -3.6% 11 京　　　都 17,683 18,369 -3.7%

12 群　　　馬 12,330 12,792 -3.6% 12 富　　　山 6,929 7,202 -3.8%

13 滋　　　賀 10,649 11,071 -3.8% 13 長　　　野 14,303 14,917 -4.1%

14 愛　　　知 56,592 58,917 -3.9% 14 千　　　葉 41,666 43,460 -4.1%

15 石　　　川 7,846 8,174 -4.0% 15 広　　　島 20,791 21,698 -4.2%

16 千　　　葉 39,926 41,666 -4.2% 16 北　海　道 32,050 33,457 -4.2%

17 鹿  児  島 12,297 12,840 -4.2% 17 岡　　　山 14,219 14,856 -4.3%

18 茨　　　城 17,707 18,493 -4.3% 18 佐　　　賀 6,623 6,920 -4.3%

19 福　　　岡 39,155 40,908 -4.3% 19 島　　　根 4,857 5,075 -4.3%

20 静　　　岡 23,533 24,609 -4.4% 20 愛　　　知 58,917 61,583 -4.3%

21 福　　　島 11,627 12,169 -4.5% 21 宮    　崎 8,679 9,077 -4.4%

22 広　　　島 19,848 20,791 -4.5% 22 高　　　知 4,517 4,729 -4.5%

23 岩  　　手 6,961 7,296 -4.6% 23 香　　　川 6,839 7,161 -4.5%

24 埼　　　玉 47,410 49,735 -4.7% 24 山　　　梨 5,477 5,736 -4.5%

25 京　　　都 16,836 17,683 -4.8% 25 石　　　川 8,174 8,597 -4.9%

26 三　　　重 11,838 12,448 -4.9% 26 長    　崎 10,364 10,940 -5.3%

27 宮　　　城 14,513 15,266 -4.9% 27 滋　　　賀 11,071 11,687 -5.3%

28 富　　　山 6,585 6,929 -5.0% 28 山　　　形 6,912 7,317 -5.5%

29 愛　　　媛 8,602 9,082 -5.3% 29 大    　分 8,122 8,599 -5.5%

30 栃　　　木 12,260 12,953 -5.4% 30 福    　井 5,683 6,038 -5.9%

31 神  奈　川 59,712 63,218 -5.5% 31 鹿  児  島 12,840 13,644 -5.9%

32 兵　　　庫 37,289 39,489 -5.6% 32 宮　　　城 15,266 16,237 -6.0%

33 長    　崎 9,774 10,364 -5.7% 33 秋　　　田 5,155 5,485 -6.0%

34 青　　　森 7,113 7,544 -5.7% 34 茨　　　城 18,493 19,716 -6.2%

35 東　　　京 96,753 102,735 -5.8% 35 静　　　岡 24,609 26,291 -6.4%

36 長　　　野 13,465 14,303 -5.9% 36 新　　　潟 14,144 15,117 -6.4%

37 岐　　　阜 12,818 13,638 -6.0% 37 徳　　　島 4,801 5,145 -6.7%

38 佐　　　賀 6,217 6,623 -6.1% 38 群　　　馬 12,792 13,736 -6.9%

39 鳥　　　取 4,032 4,296 -6.1% 39 岐　　　阜 13,638 14,653 -6.9%

40 香　　　川 6,414 6,839 -6.2% 40 栃　　　木 12,953 13,926 -7.0%

41 宮    　崎 8,121 8,679 -6.4% 41 岩  　　手 7,296 7,866 -7.2%

42 北　海　道 29,971 32,050 -6.5% 42 奈　　　良 8,633 9,312 -7.3%

43 高　　　知 4,223 4,517 -6.5% 43 福　　　島 12,169 13,134 -7.3%

44 山　　　形 6,450 6,912 -6.7% 44 三　　　重 12,448 13,446 -7.4%

45 奈　　　良 8,046 8,633 -6.8% 45 熊    　本 14,107 15,300 -7.8%

46 秋　　　田 4,786 5,155 -7.2% 46 愛　　　媛 9,082 9,878 -8.1%

47 山　　　口 8,632 9,436 -8.5% 47 青　　　森 7,544 8,291 -9.0%

出生数の増減率（都道府県別ランキング）

順位 都道府県 2021年 2020年 増減率

全 国 146,057 155,266 -5.9%

1 岩 手 7,798 1,096 611.5%

2 山 形 6,559 971 575.5%

3 富 山 6,655 1,000 565.5%

4 長 野 11,469 2,201 421.1%

5 北海道 20,109 6,004 234.9%

6 京 都 9,612 3,143 205.8%

7 山 口 3,984 1,387 187.2%

8 高 知 1,835 699 162.5%

9 秋 田 1,774 731 142.7%

10 滋 賀 3,405 1,593 113.7%

11 宮 崎 2,258 1,197 88.6%

12 徳 島 1,413 757 86.7%

13 福 井 1,432 792 80.8%

14 愛 媛 2,057 1,406 46.3%

15 山 梨 1,341 943 42.2%

16 島 根 962 703 36.8%

17 新 潟 2,858 2,116 35.1%

18 鳥 取 749 559 34.0%

19 三 重 2,509 2,013 24.6%

20 香 川 1,156 1,096 5.5%

21 佐 賀 936 893 4.8%

22 和歌山 1,074 1,033 4.0%

23 栃 木 2,139 2,086 2.5%

24 鹿児島 1,901 1,861 2.1%

25 長 崎 1,379 1,401 -1.6%

26 奈 良 1,286 1,338 -3.9%

27 岐 阜 1,963 2,113 -7.1%

28 兵 庫 5,588 6,512 -14.2%

29 岡 山 1,952 2,283 -14.5%

30 埼 玉 6,199 8,223 -24.6%

31 石 川 812 1,260 -35.6%

32 青 森 714 1,153 -38.1%

33 群 馬 1,239 2,057 -39.8%

34 静 岡 2,288 4,166 -45.1%

35 福 島 975 1,814 -46.3%

36 東 京 10,856 24,080 -54.9%

37 大 分 576 1,304 -55.8%

38 千 葉 2,998 7,139 -58.0%

39 宮 城 1,052 2,564 -59.0%

40 熊 本 676 2,066 -67.3%

41 福 岡 2,085 6,864 -69.6%

42 沖 縄 757 2,511 -69.9%

43 茨 城 910 3,071 -70.4%

44 広 島 892 3,395 -73.7%

45 大 阪 1,971 11,971 -83.5%

46 愛 知 1,676 10,232 -83.6%

47 神奈川 1,228 11,469 -89.3%

2021年１～３月の婚姻数
（都道府県別ランキング）
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◆20年度の婚姻数 

・20年度の婚姻数をみると、全国では528,374組で前年度と比べ101,113組減

り、減少率は16.1％となった。19年度の7.1％増から一転し、大きく減少

した。 

・都道府県別にみると、東京都が19年度の３位（前年度比＋10.2％）から47

位（同－21.9％）と最下位となったのをはじめ、沖縄県が28位（同＋

5.7％）から46位（同－19.5％）、岐阜県が８位（同＋7.7％）から44位

（同－17.7％）、神奈川県が25位（同＋5.9％）から39位（同－16.4％）、

千葉県が10位（＋7.6％）から38位（－16.3％）など、こちらも新型コロ

ナウイルス感染症の影響で、緊急事態宣言が発出された地域を中心に順位

が大幅に低下した。 

・滋賀県は5,872組で同9.8％減となったものの、減少率は全国２番目の低さ

であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

順位  都道府県 2020年度 2019年度 増減率 順位  都道府県 2019年度 2018年度 増減率

全 国 528,374 629,487 -16.1% 全 国 629,487 587,923 7.1%

1 高 知 2,554 2,746 -7.0% 1 岡 山 9,173 8,287 10.7%

2 滋 賀 5,872 6,508 -9.8% 2 秋 田 3,310 2,992 10.6%

3 佐 賀 3,152 3,504 -10.0% 3 東 京 96,073 87,163 10.2%

4 香 川 3,907 4,376 -10.7% 4 三 重 8,172 7,468 9.4%

5 福 井 3,062 3,452 -11.3% 5 大 阪 48,804 44,624 9.4%

6 徳 島 2,634 2,984 -11.7% 6 鳥 取 2,475 2,275 8.8%

7 愛 媛 5,022 5,692 -11.8% 7 大 分 5,189 4,803 8.0%

8 広 島 11,912 13,515 -11.9% 8 岐 阜 8,587 7,974 7.7%

9 長 崎 5,000 5,697 -12.2% 9 福 井 3,452 3,206 7.7%

10 宮 崎 4,255 4,855 -12.4% 10 千 葉 28,726 26,709 7.6%

11 島 根 2,493 2,855 -12.7% 11 北 海 道 24,628 22,949 7.3%

12 山 口 4,922 5,675 -13.3% 12 福 岡 27,342 25,488 7.3%

13 奈 良 4,674 5,390 -13.3% 13 栃 木 8,680 8,099 7.2%

14 岡 山 7,941 9,173 -13.4% 14 広 島 13,515 12,621 7.1%

15 熊 本 7,025 8,124 -13.5% 15 愛 知 41,241 38,550 7.0%

16 福 島 6,652 7,720 -13.8% 16 兵 庫 26,468 24,754 6.9%

17 大 分 4,461 5,189 -14.0% 17 埼 玉 33,210 31,157 6.6%

18 富 山 3,748 4,361 -14.1% 18 滋 賀 6,508 6,116 6.4%

19 宮 城 9,118 10,624 -14.2% 19 新 潟 9,151 8,606 6.3%

20 和 歌 山 3,446 4,016 -14.2% 20 鹿 児 島 7,423 6,981 6.3%

21 石 川 4,488 5,248 -14.5% 21 山 梨 3,785 3,561 6.3%

22 山 形 3,579 4,188 -14.5% 22 石 川 5,248 4,950 6.0%

23 鹿 児 島 6,327 7,423 -14.8% 23 群 馬 8,555 8,070 6.0%

24 岩 手 3,948 4,633 -14.8% 24 徳 島 2,984 2,816 6.0%

25 三 重 6,957 8,172 -14.9% 25 神 奈 川 46,376 43,795 5.9%

26 静 岡 13,919 16,350 -14.9% 26 京 都 12,859 12,158 5.8%

27 北 海 道 20,947 24,628 -14.9% 27 宮 崎 4,855 4,591 5.8%

28 大 阪 41,490 48,804 -15.0% 28 沖 縄 10,107 9,565 5.7%

29 栃 木 7,375 8,680 -15.0% 29 愛 媛 5,692 5,387 5.7%

30 長 野 7,988 9,403 -15.0% 30 茨 城 12,433 11,800 5.4%

31 愛 知 34,997 41,241 -15.1% 31 長 野 9,403 8,947 5.1%

32 埼 玉 28,175 33,210 -15.2% 32 奈 良 5,390 5,137 4.9%

33 鳥 取 2,098 2,475 -15.2% 33 福 島 7,720 7,358 4.9%

34 福 岡 23,151 27,342 -15.3% 34 香 川 4,376 4,172 4.9%

35 兵 庫 22,367 26,468 -15.5% 35 熊 本 8,124 7,754 4.8%

36 京 都 10,840 12,859 -15.7% 36 和 歌 山 4,016 3,838 4.6%

37 山 梨 3,184 3,785 -15.9% 37 富 山 4,361 4,178 4.4%

38 千 葉 24,058 28,726 -16.3% 38 岩 手 4,633 4,442 4.3%

39 神 奈 川 38,758 46,376 -16.4% 39 青 森 4,804 4,613 4.1%

40 茨 城 10,355 12,433 -16.7% 40 島 根 2,855 2,753 3.7%

41 群 馬 7,084 8,555 -17.2% 41 長 崎 5,697 5,495 3.7%

42 青 森 3,965 4,804 -17.5% 42 山 口 5,675 5,480 3.6%

43 秋 田 2,726 3,310 -17.6% 43 佐 賀 3,504 3,385 3.5%

44 岐 阜 7,063 8,587 -17.7% 44 静 岡 16,350 15,829 3.3%

45 新 潟 7,481 9,151 -18.2% 45 山 形 4,188 4,057 3.2%

46 沖 縄 8,138 10,107 -19.5% 46 宮 城 10,624 10,293 3.2%

47 東 京 75,066 96,073 -21.9% 47 高 知 2,746 2,677 2.6%

婚姻数の増減率（都道府県別ランキング）
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【「令和２(2020)年労働力調査年報」より】  

－滋賀県の労働力人口は、５年ぶりに減少－ 
 

◆総務省が発表した令和２年労働力調査年報によると、滋賀県の労働力人口

（15 歳以上人口のうち、就業者と完全失業者を合わせた人口）は20年平

均で780千人と、前年に比べ３千人の減少（５年ぶりの減少）となった。

前年からの増減率では、0.4％減と全国33位。なお、全国では20年平均で

6,868万人と、前年に比べ18万人減少（８年ぶりの減少）した。 

 

◆滋賀県の就業者数は、20年平均で761千人と前年より７千人減少（４年ぶ

りの減少）となった。前年からの増減率では、0.91％減。 

 全国では20年平均で6,676万人と、前年に比べ48万人減少（８年ぶりの減

少）した。 

 

◆滋賀県の完全失業者数は、20年平均で19千人と前年より４千人増加（２年

ぶり増加）した。前年からの増減率では、26.7％増と大幅に増加した。な

お、全国では20年平均で191万人と、前年に比べ29万人の増加（11年ぶり

の増加）となった。 

 

◆以上の結果、滋賀県の完全失業率は20年平均で2.4％となり、前年に比べ

て0.5％上昇（２年ぶりの上昇）した。全国では20年平均で2.8％と、前年

に比べ0.4％上昇（11年ぶりの上昇）した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

順位 都道府県
2020年
(千人)

2019年
(千人)

前年比
(%)

1 佐 賀 447 432 3.5
2 東 京 8,362 8,254 1.3
3 大 阪 4,765 4,718 1.0
4 沖 縄 753 746 0.9
5 愛 知 4,254 4,227 0.6
6 千 葉 3,443 3,422 0.6
7 奈 良 674 670 0.6
8 福 岡 2,670 2,660 0.4
9 鹿 児 島 821 818 0.4
10 宮 崎 565 563 0.4
11 埼 玉 4,089 4,077 0.3
12 京 都 1,403 1,400 0.2
13 熊 本 938 936 0.2
14 広 島 1,478 1,475 0.2
15 宮 城 1,257 1,255 0.2
16 兵 庫 2,811 2,808 0.1
17 岐 阜 1,146 1,145 0.1
18 青 森 667 667 0.0
19 群 馬 1,043 1,043 0.0
20 富 山 570 570 0.0
21 鳥 取 305 305 0.0
22 香 川 499 499 0.0
23 大 分 605 605 0.0
24 岡 山 973 974 -0.1
25 茨 城 1,529 1,531 -0.1
26 神 奈 川 5,190 5,198 -0.2
27 栃 木 1,048 1,050 -0.2
28 福 島 996 998 -0.2
29 福 井 427 428 -0.2
30 高 知 361 362 -0.3
31 愛 媛 691 693 -0.3
32 石 川 624 626 -0.3
33 滋 賀 780 783 -0.4
34 長 崎 686 689 -0.4
35 岩 手 674 677 -0.4
36 静 岡 2,022 2,032 -0.5
37 長 野 1,146 1,152 -0.5
38 徳 島 361 363 -0.6
39 新 潟 1,197 1,205 -0.7
40 北 海 道 2,703 2,728 -0.9
41 山 形 585 594 -1.5
42 山 口 695 706 -1.6
43 秋 田 496 504 -1.6
44 和 歌 山 478 487 -1.8
45 三 重 979 1,001 -2.2
46 山 梨 441 455 -3.1
47 島 根 349 365 -4.4

労働力人口（年平均、都道府県別）
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順位 都道府県
2020年
（千人）

2019年
（千人）

増減率
（％）

順位 都道府県
2020年
（千人）

2019年
（千人）

前年比
（％）

1 佐 賀 439 424 3.54 1 島 根 5 6 -16.7
2 大 阪 4,605 4,579 0.57 2 山 梨 8 9 -11.1
3 東 京 8,104 8,061 0.53 3 鳥 取 7 7 0.0
4 福 岡 2,590 2,585 0.19 4 岡 山 22 22 0.0
5 広 島 1,442 1,440 0.14 5 山 口 13 13 0.0
6 沖 縄 727 726 0.14 6 大 分 12 12 0.0
7 熊 本 912 911 0.11 7 茨 城 37 36 2.8
8 千 葉 3,350 3,349 0.03 8 広 島 36 35 2.9
9 奈 良 656 656 0.00 9 栃 木 24 23 4.3
10 鹿 児 島 797 797 0.00 10 群 馬 24 23 4.3
11 愛 知 4,147 4,149 -0.05 11 長 野 24 23 4.3
12 群 馬 1,019 1,020 -0.10 12 秋 田 15 14 7.1
13 岡 山 951 952 -0.11 13 福 岡 81 75 8.0
14 京 都 1,366 1,368 -0.15 14 熊 本 26 24 8.3
15 大 分 592 593 -0.17 15 鹿 児 島 23 21 9.5
16 岐 阜 1,128 1,130 -0.18 16 富 山 11 10 10.0
17 宮 崎 553 554 -0.18 17 石 川 11 10 10.0
18 茨 城 1,492 1,496 -0.27 18 香 川 11 10 10.0
19 栃 木 1,024 1,027 -0.29 19 新 潟 28 25 12.0
20 宮 城 1,220 1,224 -0.33 20 京 都 37 33 12.1
21 兵 庫 2,736 2,745 -0.33 21 佐 賀 9 8 12.5
22 鳥 取 298 299 -0.33 22 長 崎 17 15 13.3
23 富 山 559 561 -0.36 23 北 海 道 80 70 14.3
24 埼 玉 3,968 3,984 -0.40 24 岩 手 16 14 14.3
25 香 川 487 489 -0.41 25 福 島 24 21 14.3
26 青 森 647 650 -0.46 26 徳 島 8 7 14.3
27 福 井 420 422 -0.47 27 宮 城 37 32 15.6
28 石 川 613 616 -0.49 28 大 阪 160 138 15.9
29 福 島 972 977 -0.51 29 福 井 7 6 16.7
30 長 崎 669 673 -0.59 30 愛 媛 14 12 16.7
31 長 野 1,121 1,129 -0.71 31 青 森 20 17 17.6
32 愛 媛 677 682 -0.73 32 兵 庫 75 63 19.0
33 徳 島 354 357 -0.84 33 岐 阜 18 15 20.0
34 高 知 352 355 -0.85 34 静 岡 48 40 20.0
35 静 岡 1,974 1,992 -0.90 35 沖 縄 25 20 25.0
36 神 奈 川 5,042 5,088 -0.90 36 滋 賀 19 15 26.7
37 岩 手 657 663 -0.90 37 高 知 9 7 28.6
38 滋 賀 761 768 -0.91 38 千 葉 94 73 28.8
39 新 潟 1,170 1,181 -0.93 39 山 形 13 10 30.0
40 北 海 道 2,623 2,658 -1.32 40 埼 玉 121 93 30.1
41 山 口 682 693 -1.59 41 宮 崎 12 9 33.3
42 秋 田 481 490 -1.84 42 東 京 258 193 33.7
43 山 形 573 584 -1.88 43 神 奈 川 148 110 34.5
44 和 歌 山 467 479 -2.51 44 愛 知 107 79 35.4
45 三 重 962 989 -2.73 45 和 歌 山 11 8 37.5
46 山 梨 433 446 -2.91 46 奈 良 18 13 38.5
47 島 根 344 359 -4.18 47 三 重 17 12 41.7

完全失業者数（年平均、都道府県別）就業者数（年平均、都道府県別）
順位 都道府県 2019年 2020年 前年差

全 国 2.4 2.8 0.4
1 島 根 1.6 1.4 -0.2
1 山 梨 2.0 1.8 -0.2
3 茨 城 2.4 2.4 0.0
3 鳥 取 2.3 2.3 0.0
3 岡 山 2.3 2.3 0.0
3 広 島 2.4 2.4 0.0
3 大 分 2.0 2.0 0.0
8 栃 木 2.2 2.3 0.1
8 群 馬 2.2 2.3 0.1
8 富 山 1.8 1.9 0.1
8 山 口 1.8 1.9 0.1
8 長 野 2.0 2.1 0.1
8 佐 賀 1.9 2.0 0.1
14 新 潟 2.1 2.3 0.2
14 熊 本 2.6 2.8 0.2
14 鹿 児 島 2.6 2.8 0.2
14 石 川 1.6 1.8 0.2
14 秋 田 2.8 3.0 0.2
14 福 井 1.4 1.6 0.2
14 京 都 2.4 2.6 0.2
14 香 川 2.0 2.2 0.2
14 福 岡 2.8 3.0 0.2
23 岩 手 2.1 2.4 0.3
23 福 島 2.1 2.4 0.3
23 長 崎 2.2 2.5 0.3
23 岐 阜 1.3 1.6 0.3
23 愛 媛 1.7 2.0 0.3
23 徳 島 1.9 2.2 0.3
29 北 海 道 2.6 3.0 0.4
29 宮 城 2.5 2.9 0.4
29 静 岡 2.0 2.4 0.4
29 青 森 2.5 3.0 0.5
29 三 重 1.2 1.7 0.5
29 滋 賀 1.9 2.4 0.5
29 大 阪 2.9 3.4 0.5
29 兵 庫 2.2 2.7 0.5
29 宮 崎 1.6 2.1 0.5
29 山 形 1.7 2.2 0.5
39 沖 縄 2.7 3.3 0.6
39 千 葉 2.1 2.7 0.6
39 愛 知 1.9 2.5 0.6
39 高 知 1.9 2.5 0.6
43 和 歌 山 1.6 2.3 0.7
43 埼 玉 2.3 3.0 0.7
45 神 奈 川 2.1 2.9 0.8
45 東 京 2.3 3.1 0.8
45 奈 良 1.9 2.7 0.8

完全失業率（年平均、都道府県別）
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《ご参考①：国内景気の動向》（2021年５月 26日：内閣府） 

 

 
 

 

 
 



30/31                                                                                            

  

 

 

《ご参考②：京都府・滋賀県の景気動向》 
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《ご参考③：近畿の景気動向》 
（2021.6.4：内閣府「地域経済動向」） 
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